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１．はじめに

軟弱地盤では、所要の地盤強度を確保するために深層混合処理工法（ＤＪＭ、ＣＤＭ等）およびサンドコ

ンパクション工法等の地盤改良工法が実施される。その際の土構造物の設計法は、地盤せん断強度を原地盤

と改良柱体を改良率に従い合成したいわゆる複合地盤として評価する。同様の考え方により、基礎杭施工箇

所についても地盤改良工を実施し複合地盤を造成するつまり複合地盤杭（以下 仮称としてこの名称を用い

る）の実施が、杭諸元が水平抵抗で決まるケースの現場条件では、今後の建設コスト削減につながる合理的

設計法として有用と考えられる。

本報では、現場試験および一連の解析により、杭の水平抵抗の影響範囲を含めた複合地盤杭の設計法の考

え方を整理検討し、現場における実施事例について報告する。

２．基本的設計法

杭の水平抵抗は、地盤変形係数 から算定される水平地盤反力係数 値により決定する。そのため、複合E K

地盤杭の設計では、地盤改良後の地盤せん断強度を変形係数の増加として捉える必要がある。ここでは、

深層混合処理工法での複合地盤杭の基本的な設計法の考え方を整理検討した。

深層混合処理の改良柱が施工された複合地盤の地盤変形係数 の増加を、地盤せん断強度 の増加と同様E C

に、改良率 により合成した以下の式により算定可能 とする。ap 1)

複合地盤変形係数 ・ α・ ( )E = Ep ap + Eo 1 - ap

：改良柱体変形係数( )Ep N/m2

：原地盤変形係数( )Eo N/m2

：地盤改良率 標準ap 50%

α：破壊ひずみ低減率( ～ )1/2 1/3

この際、改良柱体変形係数 については、改良柱体の一軸圧縮強度 より、原地盤が粘性土系地盤であEp qu

れば として算定する。その結果、求められた複合地盤変形係数 より現行設計法 に則り複合地Ep=100qu E1 2) )

盤杭の静的水平地盤反力係数 値が決定されることになる。K

３．現場検証

現場試験として、橋台基礎杭に隣接して施工された深層混合処理工の改良柱（ )が、杭の地盤反力にDJM

及ぼす影響について水平載荷試験により検証した結果を示す。

1200mm L=12.5m 50%現場水平載荷試験を実施した試験杭はφ ・ の場所打ちコンクリート杭であり、改良率

で施工された 改良柱から試験杭端までの距離は である。基礎杭の設計 値については、地表面かDJM 3.0m K

らの水平抵抗に関与するとされる概ね β深度までの土質試験結果により、常時設計 値 とし1/ K =6.87MN/m3

ている。それに対し、改良柱側に水平載荷した試験結果によると、荷重～変位量の関係から得られた弾性地

盤反力法による逆算 値 が得られた。そのため、単純比較では、地盤水平バネは設計値に対しK =12.45MN/m3

1.8 12.45/6.87 DJM載荷試験による実測値は約 倍( )の地盤反力を有していることになり、橋台背面に存在する

改良柱が地盤反力に影響したものと考えられた。

改良柱体の存在つまり複合地盤の影響を図－ に示すように、基礎杭の影響範囲とされる β位置かDJM 1 1/

ら受動土圧の作用勾配θ ( φ )で立ち上げた影響面積を 値の関与範囲と仮定して解析を試みた。その= 45+ /2 K

杭、水平抵抗、地盤改良、地盤反力係数、受動土圧
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結果、地盤水平抵抗を原地盤 値と改良地盤部 値の 次K K 2

元面積で合成することにより、複合地盤の設計理論 値K

が確保可能という結果を得た。これは水平載荷=15.01MN/m3

試験から得られた実測 値 に概ね一致する。K =12.45MN/m3

2さらに 現場水平載荷試験結果に基づく地盤条件により、 、

次元平面ひずみの 解析を試みた。解析ケースは、全体FEM

を無処理地盤（原地盤）としたケース－ と現場条件と同1

様に杭から一定の離れた位置に地盤改良領域を設定したケ

ース－ である。水平載荷試験を想定して杭頭に単位水平2

荷重を作用されるシュミレーションを実施した結果、ケー

ス－ の杭地表面変位量はケース－ の約 倍という結果が1 2 2

得られた。つまり、弾性地盤反力法に従い求めるべき地盤

反力 が杭変位量 に比例関係にあると考えれば、 解析の結果は水平バネの影響範囲を β区間の受動P y FEM 1/

土圧θ ( φ )領域とした理論と概ね一致したことになる 。= 45+ /2 3)

４．実用設計事例

北海道 苫小牧市の高規格道路において実施した 径間1

橋梁の橋台基礎における複合地盤杭の設計事例を示す。こ

の複合地盤は、改良率 ・改良強度 のap=78.5% qu=400kN/m2

深層混合処理工（ )がなされたものである。改良範囲にDJM

ついては、上述の設計法に従い基礎杭の β深さ位置から1/

受動土圧の作用勾配θ ( φ )としている。図－ に、= 45+ /2 2

橋台設計で従来形式と複合地盤杭方式として設計した基礎

形式比較結果を示す。その結果、複合地盤杭として橋台断

面・杭本数をかなり減らすことが可能となり、概算工事費

で、建設コストが 割減の大きな削減効果が得られた。4

５．まとめ

複合地盤杭は、改良地盤と杭をその剛性の違いから一体

構造物たとえば脚付きケーソンなどの考えるのではなく、

。 、あくまで改良体を地盤として評価した設計法である 今後

建設コスト削減の意味からも現場条件に応じた複合地盤杭

の設計活用が望まれるところである。ただし、本手法は他

機関を含め多くの施工実績を持たないこと、また地震時の

実挙動が不明瞭である理由から、当面は以下の留意点を考

慮する必要があると考える。

①地盤改良後の複合地盤変形係数 を孔内水平載荷試験により再確認する。E

②複合地盤杭の設計設定した水平地盤反力係数 値を現場杭水平載荷試験により検証する。K

③耐震設計上高次な動的モード変形が想定される橋脚基礎での採用は避け、当面は地震時の影響が少ないと

考えれる擁壁基礎杭あるいは スパン橋梁橋台で活用し動的挙動実績を検証していく必要がある。1
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図－１ 複合地盤設計法
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図－２ 基礎形式比較
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